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(54) Title: METAL-FILM FORMING DEVICE

(54) 発明の名称 ：金属膜形成装置

(57) Abstract: Disclosed i s a metal-film
[ 図2 ] forming device which comprises: a treat

ment vessel which houses a substrate and
has an interior that i s capable o f switching
between an atmospheric -pres sure or r e
duced-pressure inert gas atmosphere; a sub
strate retaining part which i s disposed inside
the treatment vessel; a cup body which i s
disposed so as t o enclose the sides o f the r e
tained substrate; an application nozzle
which discharges a metal mixture onto the
substrate; a holding part which i s disposed
outside o f the cup body and holds the appli
cation nozzle which has withdrawn fi"om
above the substrate retaining part; a nozzle
drive part which moves the application noz
zle between the substrate retaining part and
the holding part; and a nozzle transmission
part wmch supports the application nozzle
and transmits the power o f the nozzle drive
part t o the application nozzle.

(57) 要約 ： 本発 明 は、基板 を収容
~ ~ γ し、 内部 を不 活性 ガスの大 気圧 雰

囲気又 は減 圧 雰 囲気 に切 リ換 え可
能 な処 理容 器 と、 この処理 容器 の
内部 に設 け られ た基 板 保持 部 、保

持 され た基板の側方 を囲む よ うに設 けられ た力 ップ体 、基板上 に金属混合液 を吐出す る塗布 ノズル、基
板保持部上方か ら退避 した塗布 ノズル を待機 させ るカ ップ体の外側 に設 けられ た待機部 、基板保持部 と
待機部 との間で塗布 ノズル を移動 させ るノズル駆動部 、塗布 ノズル を支持 し、 ノズル駆動部の動力を塗
布 ノズルに伝達するノズル伝達部 とを有す る。
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明 細 書

発明の名称 ：金属膜形成装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、基板上に金属錯体 と溶媒を混合 した金属混合液 を塗布 して、当

該基板上に金属膜 を形成する金属膜形成装置に関する。

背景技術

[0002] 例 えば半導体デバイスなどの電子デバイスに使用されている配線や電極の

材料 と して、例えばアル ミニウムが使用されている。従来、 アル ミニウムの

配線や電極 を形成するには、例えば基板上に所定のパターンを形成 して配線

又は電極 となるべ き部位 に トレンチを形成 し、当該 トレンチ内を含む基板上

にアル ミニウム膜 を形成 した後、余剰の部分を化学機械研磨等により除去す

る方法が一般的に採用されていた。 また、 このアル ミニウム膜 を形成する方

法 と して、例えばスパ ッタ リング法、真空蒸着法、 C V D 法 （C h e m i c

a I V a o D e o s i t i o n 化学気相成長法）などの真空 プ

口セスでアル ミニウム膜 を形成する方法が用い られていた。

[0003] ところで、近年、半導体デバイスのさらなる高集積化を図るため、配線や

電極の構造の微細化、複雑化が進んでお り、 これ らの形状 に関する精度の向

上が要求されている。かかる場合、基板上の 卜レンチの開口幅が小さ くな り

、 また 卜レンチのアスペ ク ト比 （卜レンチの深さを 卜レンチの表面開口部の

最小距離で除 した値）が大 きくなる。 このため、基板上にアル ミニウム膜 を

形成する際に、従来のスパ ッタ リング法、真空蒸着法、 C V D 法などを採用

すると、 卜レンチの開口に近い領域 に堆積 したアル ミニウムが 卜レンチの開

口を閉塞 し、その結果 と して 卜レンチの内部 にアル ミニウムが充填 されない

欠陥部分が生 じるおそれがある。

[0004] そこで、 アル ミニウム膜 を形成する方法 と して、例えばァミン化合物 と水

酸化アル ミニウムの錯体を溶媒に溶解 した金属混合液 を基板上に塗布 して、

当該基板上にアル ミニウム膜 を形成する方法が提案されている。 （特許文献



1 ) 。かかる場合、金属混合液が流動性を有するため、基板上の卜レンチが

微小の場合でも、当該 トレンチ内に金属混合液が流入し、アルミニウム膜の

欠陥の発生を抑制できる。

先行技術文献

特許文献
[0005] 特許文献1 ：日本国特開2 0 0 9 - 2 2 7 8 6 4 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0006] 特許文献 1の方法を用いて基板上にアルミニウム膜を形成する場合、処理

雰囲気中に微量の酸素や水分が存在すると、金属混合液はこれら酸素や水分

と反応して劣化するおそれがある。このため、低酸素濃度且つ低水分濃度の

処理雰囲気、例えば窒素ガス等の不活性ガス雰囲気中で、金属混合液の塗布

処理を行う必要がある。また、処理雰囲気を効率よく不活性ガス雰囲気にす

るため、すなわち効率よく低酸素濃度且つ低水分濃度の処理雰囲気にするた

め、一旦減圧雰囲気にすることが好ましい。

[0007] このように金属混合液を用いた方法では、基板処理の処理雰囲気を厳格に

制御する必要がある。しかしながら、現状は、かかる金属混合液を用いた方

法が試験的に行われている段階であり、処理雰囲気を適切に制御しつつアル

ミニゥ厶膜を形成する装置も未だ開発段階である。したがって、複数の基板

に対してアルミニウム膜を連続的に形成することは現実的に困難であり、半

導体デバイスの量産化に対応できていない。

[0008] 本発明は、かかる点に鑑みてなされたものであり、処理雰囲気を適切に制

御しつつ、金属混合液を用いて基板上に金属膜を適切に形成することを目的

とする。

課題を解決するための手段
[0009] 前記の目的を達成するため、本発明は、基板上に金属錯体と溶媒を混合し

た金属混合液を塗布して、当該基板上に金属膜を形成する金属膜形成装置で



あ って、基板 を収容 し、 内部 を不活性 ガスの大気圧雰囲気又は減圧雰囲気に

切 り換 え可能な処理容器 と、前記処理容器の内部 に設 け られ、基板 を保持す

る保持部 と、前記処理容器の内部 に設 け られ、前記保持部 に保持 された基板

の側方 を囲むように設 け られた力ップ体 と、前記処理容器の内部 に設 け られ

、前記保持部 に保持 された基板上 に前記金属混合液 を吐出する塗布 ノズル と

、前記処理容器の内部であ って前記 カツプ体の外側 に設 け られ、前記保持部

上方か ら退避 した前記塗布 ノズル を待機 させる待機部 と、前記処理容器の外

部 に設 け られ、水平方向よ り所定の角度で傾斜 した方向に沿 つて、前記保持

部 と前記待機部 との間で前記塗布 ノズル を移動 させるための ノズル駆動部 と

、前記処理容器の内部 に設 け られ、前記塗布 ノズル を支持 し、前記 ノズル駆

動部の動力を前記塗布 ノズル に伝達する ノズル伝達部 と、 を有する。

[001 0] 本発明によれば、塗布 ノズル を移動 させるための ノズル駆動部が処理容器

の外部 に設 け られているので、動力発生源であるノズル駆動部か ら発生する

パ一テ ィクル等が処理容器の内部 に流入 しない。 このように処理容器の内部

にパ一テ ィクル等の不純物が発生 しないので、基板 を処理する際に処理容器

の内部 を減圧 しても、適切な減圧雰囲気にで き、 さ らにその後適切な不活性

ガスの大気圧雰囲気にで きる。 そ して、塗布 ノズルか ら基板上 に金属混合液

を吐出 して、 当該基板上 に金属膜が適切 に形成 される。 しかも、水平方向よ

り所定の角度で傾斜 した方向に沿 つて、塗布 ノズルは保持部 と待機部 との間

で移動するので、 この移動中に塗布 ノズルが力ップ体 と干渉することがない

。 したが って、本発明によれば、処理雰囲気を適切 に制御 しつつ、金属混合

液 を用いて基板上 に金属膜 を適切 に形成することがで きる。

発明の効果

[001 1] 本発明によれば、処理雰囲気を適切 に制御 しつつ、金属混合液 を用いて基

板上 に金属膜 を適切 に形成することがで きる。

図面の簡単な説明

[001 2] [ 図 1] 本実施の形態 にかかる金属膜形成装置の構成の概略を示す縦断面図であ

る。



[ 図2] 本実施の形態にかかる金属膜形成装置の構成の概略を示す縦断面図であ

る。

[ 図3] 本実施の形態にかかる金属膜形成装置の構成の概略を示す横断面図であ

る。

[ 図4 ]液供給装置の構成の概略を示す説明図である。

[ 図5] リンス液供給装置の構成の概略を示す説明図である。

[ 図6] 塗布ノズルをノズル スで待機させた様子を示す説明図である。

[ 図7 ] ノズルバスを下降させた様子を示す説明図である。

[ 図8] 塗布ノズルをウェハ上方まで移動させた様子を示す説明図である。

[ 図9]他の実施の形態にかかる金属膜形成装置の構成の概略を示す縦断面図で

ある。

発明を実施するための形態
[001 3] 以下、本発明の実施の形態について説明する。図 1 及び図 2 は、本実施の

形態にかかる金属膜形成装置 1 の構成の概略を示す縦断面図である。図 3 は

、金属膜形成装置 1 の構成の概略を示す横断面図である。なお、基板として

のウェハW上には、所定のパターン （図示せず）が予め形成されている。さ

らに、所定のパターン上には、例えばウェハW と金属膜との定着性を向上さ

せるため、例えば有機金属化合物を有する下地膜 （図示せず）が予め形成さ

れている。また、本実施の形態の金属膜形成装置 1 では、金属膜として、ァ

ルミ二ゥ厶膜をウェハW上に形成する。

[0014] 金属膜形成装置 1 は、図 1 に示すように内部を密閉可能な処理容器 1 0 を

有 している。処理容器 1 0 の側面にはウェハW の搬入出口 （図示せず）が形

成され、当該搬入出口にはゲ一 卜バルブ （図示せず）が設けられている。

[001 5] 処理容器 1 0 の天井面には、当該処理容器 1 0 の内部に例えば窒素ガスな

どの不活性ガスを供給するガス供給口 1 1 が形成されている。ガス供給口 1

には、ガス供給源 1 2 に連通するガス供給管 1 3 が接続されている。ガス

供給管 1 3 には、不活性ガスの流通を制御する制御弁 1 4 が設けられている



[001 6] 処理容器 1 0 の内部 には、 ウェハW を吸着保持する保持部 と してのス ピン

チ ャック 2 0 が設 け られている。 ス ピンチ ャック 2 0 は、水平 な上面 を有 し

、 当該上面 には、例 えばゥヱハW を吸引する吸引 口 （図示せず）が設 け られ

ている。 この吸引 口か らの吸引によ り、 ウェハW をス ピンチ ャック 2 0 上 に

吸着保持で きる。

[001 7] ス ピンチ ャック 2 0 には、 シャフ ト2 1 を介 して、処理容器 1 0 の外部 に

設 け られた保持部用駆動部 と してのチ ャック駆動部 2 が取 り付 け られてい

る。 チ ャック駆動部 2 2 は例 えばモータな どを備 え、 このチ ャック駆動部 2

2 によ りス ピンチ ャック 2 0 は所定の速度 に回転 で きる。 また、 チ ャック駆

動部 2 2 にはシ リンダな どの昇降駆動源 が設 け られてお り、 ス ピンチ ャック

2 0 は昇降 自在 にな っている。 なお、 シャフ ト2 1 が処理容器 1 0 を揷通す

る部分 には、処理容器 1 0 の内部 を密閉するため に例 えば 0 リングゃ真空用

グ リスが設 け られている。 また、 シャフ ト2 1 自体がシ リンダ構造 を有 して

いてもよい。

[001 8] ス ピンチ ャック 2 0 の下方側 には断面形状 が山形 のガイ ドリング 3 0 が設

け られてお り、 このガイ ドリング 3 0 の外周縁 は下方側 に屈曲 して延びてい

る。前記 ス ピンチ ャック 2 0 、 ス ピンチ ャック 2 0 に保持 された ウェハW 及

び ガイ ドリング 3 0 を囲むようにカ ツプ体 3 が設 け られている。 カ ツプ体

3 1 は、 ウェハW か ら飛散又 は落下する液体 を受 け止め、 回収 することがで

きる。

[001 9] この カ ップ体 3 は上面 にス ピンチ ャック 2 0 が昇降で きるようにウェハ

W よ りも大 きい開 口部 が形成 されていると共 に、側周面 とガイ ドリング 3 0

の外周縁 との間に排 出路 をなす隙間 3 2 が形成 されている。前記 カ ップ体 3

の下方側 は、 ガイ ドリング 3 0 の外周縁部分 と共 に屈曲路 を形成 して気液

分離部 を構成 している。

[0020] カ ップ体 3 の底部 の内側領域 には、 カ ップ体 3 内の雰囲気及び処理容

器 1 0 内の雰囲気 を吸引するための吸気 口 3 3 が形成 されている。 吸気 口 3

3 には吸気管 3 4 が接続 され、 この吸気管 3 4 は 2 本 の吸気管 3 4 a 、 3 4



b に分岐 している。一の吸気管 3 4 a は、例えば真空ポンプ 3 5 に連通 し、

例えば処理容器 1 0 の内部 を減圧雰囲気にする際に、当該処理容器 1 0 の内

部雰囲気を吸引するために用い られる。 また、一の吸気管 3 4 a には、 ガス

の流れを制御する制御弁 3 6 が設けられている。一方、他の吸気管 3 4 b は

、例えば真空ポンプ 3 7 に連通 し、例えば処理容器 1 0 の内部 を不活性 ガス

の大気圧雰囲気にする際に、当該処理容器 1 0 の内部雰囲気を吸引するため

に用い られる。 また、他の吸気管 3 4 b には、 ガスの流通を制御する制御弁

3 8 が設けられている。かかる構成 により、金属膜形成装置 1 は、その処理

容器 1 0 の内部 を不活性 ガスの大気圧雰囲気又は減圧雰囲気に切 り替え可能

に構成 されている。

[0021 ] カップ体 3 の底部の外側領域 には、回収 した液体を排出する排液 口 3 9

が形成 されてお り、 この排液 口 3 9 には排液管 4 0 が接続 されている。

[0022] ス ピンチャック 2 0 の下方であってガイ ドリング 3 0 上には、 ウェハWの

裏面に向けて リンス液 を嘖射するバ ック リンス ノズル 5 0 が例えば 2 箇所に

設けられている。ノく' ック リンスノズル 5 0 には、当該バ ック リンスノズル 5

0 に リンス液 を供給する リンス液供給装置 5 が接続 されている。

[0023] 処理容器 1 0 の内部 には、ス ピンチャック 2 0 に保持されたウェハWの中

心部上に、金属錯体 と溶媒を混合 した金属混合液 を吐出する塗布 ノズル 6 0

が設けられている。塗布 ノズル 6 0 には、当該塗布 ノズル 6 0 に金属錯体 と

溶媒を供給する液供給装置 6 1 が接続 されている。そ して、塗布 ノズル 6 0

は、その内部 において液供給装置 6 か ら供給 された金属錯体 と溶媒を混合

して金属混合液 を形成するように構成 されている。なお、金属錯体には、 ァ

ル ミニゥ厶原子を有する錯体が用い られる。本実施の形態においては、例え

ばァミ ン化合物 と水酸化 アル ミニ ウム の錯体が用い られる。 また、金属錯体

を溶解 させる溶媒 と しては、金属錯体を溶解 させるものであれば限定されな

いが、例えばエーテル類や炭化水素類が用い られる。

[0024] 塗布 ノズル 6 0 には、図 2 及び図 3 に示すように支持部材 6 2 、移動部 6

3 及び ノズル伝達部 6 4 を介 して、 ノズル駆動部 6 5 が取 り付けられている



。これら支持部材 6 2 、移動部 6 3 及びノズル伝達部 6 4 はそれぞれ処理容

器 1 0 の内部に設けられ、ノズル駆動部 6 5 は処理容器 1 0 の外部に設けら

れている。また、処理容器 1 0 の内部であってカップ体 3 1 のY 方向正方向

(図 2 及び図 3 の右方向）側の外側には、スピンチャック2 0 上方から退避

した塗布ノズル 6 0 を待機させる待機部としてのノズルバス 6 6 が設けられ

ている。ノズルバス 6 6 では、塗布ノズル 6 0 の先端部を収容 して、当該塗

布ノズル 6 0 を洗浄することができる。また、ノズルバス 6 6 では、塗布ノ

ズル 6 0 からの金属混合液のダミーディスペンスも行うことができる。

[0025] 支持部材 6 は、水平方向に延伸する水平支持部 6 2 a と鉛直方向に延伸

する鉛直支持部 6 2 b とを有 している。水平支持部 6 2 a の先端部には、塗

布ノズル 6 0 が支持されている。また、鉛直支持部 6 2 b の基端部には、移

動部 6 3 が取り付けられている。

[0026] ノズル伝達部 6 4 は、図 3 に示すようにカップ体 3 1 のX 方向負方向 （図

3 の下方向）側に設けられている。また、ノズル伝達部 6 4 は、そのY 方向

負方向 （図 3 の左方向）側の端部がカップ体 3 中心部C より僅かにY 方向

負方向側に位置 し、 Y 方向正方向 （図 3 の右方向）側の端部が処理容器 1 0

の側壁に位置するように設けられている。なお、ノズル伝達部 6 4 が処理容

器 1 0 を揷通する部分には、処理容器 1 0 の内部を密閉するために例えば0

リングや真空用グリスが設けられている。さらに、ノズル伝達部 6 4 は、図

2 に示すようにY 方向 （図 2 の （左右方向））より所定の角度で傾斜 した方

向に延伸 している。なお、所定の角度は、後述するように塗布ノズル 6 0 が

スピンチャック2 0 とノズルバス 6 6 との間で移動する際、当該塗布ノズル

6 0 がカップ体 3 と干渉 しない角度に決定される。

[0027] ノズル伝達部 6 4 には、例えばボールネジが用いられる。移動部 6 3 は、

このノズル伝達部 6 4 の外周面を囲うように設けられている。また、移動部

6 3 の内周面には、ノズル伝達部 6 4 の外周面に形成された雄ネジ部に螺合

する雌ネジ部が形成されている。さらに、ノズル駆動部 6 5 は、例えばモ一

タなどを備えており、ノズル伝達部 6 4 を回転させることができる。このよ



うに ノズル伝 達部 6 4 を回転 させ る ことによ り、 ノズル駆 動部 6 5 の動 力 が

ノズル伝 達部 6 4 を介 して塗布 ノズル 6 0 、 支持部 材 6 2 及び移 動部 6 3 に

伝 達 され る。 そ して、 これ ら塗布 ノズル 6 0 、 支持部 材 6 2 及び移 動部 6 3

は、 ノズル伝 達部 6 4 に沿 って、 ス ピンチ ャ ック 2 0 の 中心部 とノズルバ ス

6 6 との間 を移 動 自在 に構成 され て い る。 な お、 ノズル伝 達部 6 3 の雄 ネジ

部 と移 動部 6 3 の雌 ネジ部 との間 には、摺 動 によるパ ーテ ィクル等 の発 生 を

抑制 す るため に例 えば真 空 用 グ リスが設 け られ て い る。

[0028] 上述 した ノズルバ ス 6 6 には、 図 1 に示 す よ うに待機 部 用伝 達部 と しての

バ ス伝 達部 6 7 を介 して、待機 部 用駆 動部 と してのバ ス駆 動部 6 8 が取 り付

け られ て い る。

[0029] バ ス伝 達部 6 7 は、 処理 容器 1 0 の 内部 に設 け られ て い る。 また、 バ ス伝

達部 6 7 は、 ノズルバ ス 6 6 を支持 し、鉛 直方 向 に延伸 して設 け られ て い る

。 バ ス伝 達部 6 7 は、例 えばシ リンダ構 造 を有 し、 バ ス駆 動部 6 8 の動 力 を

ノズルバ ス 6 6 に伝 達 で きる。 すなわ ち、 バ ス伝 達部 6 7 の 内部 には、例 え

ば ピス トン （図示 せ ず） が設 け られ、 ノズルバ ス 6 6 を昇 降 させ る ことがで

きる。 な お、 バ ス伝 達部 6 7 とノズルバ ス 6 6 との接続部 分 には、 バ ス伝 達

部 6 7 の 内部 を密 閉す るため に例 えば 0 リングゃ真 空 用 グ リスが設 け られ て

い る。 また、 バ ス伝 達部 6 7 が処理 容器 1 0 を揷 通 す る部 分 には、 処理 容器

1 0 の 内部 を密 閉す るため に例 えば 0 リングゃ真 空 用 ダ リスが設 け られ て い

る。

[0030] バ ス駆 動部 6 8 は、 処理 容器 1 0 の外部 に設 け られ て い る。 また、 バ ス駆

動部 6 8 は、例 えばモー タな どを備 え、 上述 した よ うに ノズルバ ス 6 6 を昇

降 させ る ことがで きる。

[0031 ] また、 処理 容器 1 0 の 内部 には、 ス ピンチ ャ ック 2 0 に保 持 され た ウェハ

W の外周部 上 に リンス液 を吐 出す るエ ッジ リン ス ノズル 7 0 が設 け られ て い

る。 エ ッジ リンス ノズル 7 0 には、 当該 ェ ッジ リンス ノズル 7 0 に リンス液

を供給 す る リンス液供給装 置 7 が接続 され て い る。 エ ッジ リ ン ス ノズル 7

0 も、 上述 した塗布 ノズル 6 0 と同様 に水平 方 向 よ り所 定 の角度 で傾斜 した



方向に構成されている。

[0032] すなわち、エッジリンスノズル 7 0 には、図 2 及び図 3 に示すように支持

部材 7 2 、移動部 7 3 及びノズル伝達部 7 4 を介 して、ノズル駆動部 7 5 が

取り付けられている。これら支持部材 7 2 、移動部 7 3 及びノズル伝達部 7

4 はそれぞれ処理容器 1 0 の内部に設けられ、ノズル駆動部 7 5 は処理容器

1 0 の外部に設けられている。また、処理容器 1 0 の内部であってカップ体

3 1 のY 方向負方向 （図 2 及び図 3 の左方向）側の外側には、スピンチヤッ

ク2 0 上方から退避 したエッジリンスノズル 7 0 を待機させるノズルバス 7

6 が設けられている。ノズルバス 7 6 では、エッジリンスノズル 7 0 の先端

部を収容 して、当該エッジリンスノズル 7 0 を洗浄することができる。また

、ノズルバス 7 6 では、エッジリンスノズル 7 0 からのリンス液のダミーデ

ィスペンスも行うことができる。

[0033] 支持部材 7 2 は、水平方向に延伸する水平支持部 7 2 a と鉛直方向に延伸

する鉛直支持部 7 2 b とを有 している。水平支持部 7 2 a の先端部には、ェ

ッジリンスノズル 7 0 が支持されている。また、鉛直支持部 7 2 b の基端部

には、移動部 7 3 が取り付けられている。

[0034] ノズル伝達部 7 4 は、図 3 に示すようにカップ体 3 1 のX 方向負方向 （図

3 の下方向）側に設けられている。また、ノズル伝達部 7 4 は、そのY 方向

正方向 （図 3 の右方向）側の端部がカップ体 3 中心部C より僅かにY 方向

負方向側に位置 し、上述 したノズル伝達部 6 4 と干渉 しないように位置 して

いる。また、ノズル伝達部 7 4 のY 方向正方向 （図 3 の右方向）側の端部は

、処理容器 1 0 の側壁に位置 している。なお、ノズル伝達部 7 4 が処理容器

0 を揷通する部分には、処理容器 1 0 の内部を密閉するために例えば0 リ

ングゃ真空用グリスが設けられている。さらに、ノズル伝達部 7 4 は、図 2

に示すようにY 方向 （図 2 の （左右方向））より所定の角度で傾斜 した方向

に延伸 している。なお、所定の角度は、後述するようにエッジリンスノズル

7 0 がスピンチャック2 0 とノズルバス 7 6 との間で移動する際、当該エツ

ジリンスノズル 7 0 がカップ体 3 と干渉 しない角度に決定される。



[0035] ノズル伝達部 7 4 には、例えばボールネジが用いられる。移動部 7 3 は、

このノズル伝達部 7 4 の外周面を囲うように設けられている。また、移動部

7 3 の内周面には、ノズル伝達部 7 4 の外周面に形成された雄ネジ部に螺合

する雌ネジ部が形成されている。さらに、ノズル駆動部 7 5 は、例えばモ一

タなどを備えており、ノズル伝達部 7 4 を回転させることができる。このよ

うにノズル伝達部 7 4 を回転させることにより、ノズル駆動部 7 5 の動力が

ノズル伝達部 7 4 を介 してエッジリンスノズル 7 0 、支持部材 7 及び移動

部 7 3 に伝達される。そして、これらエッジリンスノズル 7 0 、支持部材 7

及び移動部 7 3 は、ノズル伝達部 7 4 に沿って、スピンチャック2 0 の外

周部とノズルバス 7 6 との間を移動自在に構成されている。なお、ノズル伝

達部 7 3 の雄ネジ部と移動部 7 3 の雌ネジ部との間には、摺動によるパ一テ

ィクル等の発生を抑制するために例えば真空用ダリスが設けられている。

[0036] 上述 したノズルバス 7 6 には、図 1 に示すようにバス伝達部 7 7 を介 して

バス駆動部 7 8 が取り付けられている。

[0037] バス伝達部 7 7 は、処理容器 1 0 の内部に設けられている。また、バス伝

達部 7 7 は、ノズルバス 7 6 を支持 し、鉛直方向に延伸 して設けられている

。バス伝達部 7 7 は、例えばシリンダ構造を有 し、バス駆動部 7 8 の動力を

ノズルバス 7 6 に伝達できる。すなわち、バス伝達部 7 7 の内部には、例え

ばピス トン （図示せず）が設けられ、ノズルバス 7 6 を昇降させることがで

きる。なお、バス伝達部 7 7 とノズルバス 7 6 との接続部分には、バス伝達

部 7 7 の内部を密閉するために例えば0 リングゃ真空用グリスが設けられて

いる。また、バス伝達部 7 7 が処理容器 1 0 を揷通する部分には、処理容器

1 0 の内部を密閉するために例えば0 リングゃ真空用ダリスが設けられてい

る。

[0038] バス駆動部 7 8 は、処理容器 1 0 の外部に設けられている。また、バス駆

動部 7 8 は、例えばモータなどを備え、上述 したようにノズルバス 7 6 を昇

降させることができる。

[0039] 次に、上述 した液供給装置 6 の構成について説明する。液供給装置 6



は、図 4 に示すように内部 に金属錯体を貯留する金属供給源 1 0 0 を有 して

いる。金属供給源 1 0 0 の上部 には、当該金属供給源 1 0 0 内に空気、例え

ば不活性 ガスを供給するための空気供給管 1 0 1 が接続 されている。空気供

給管 1 0 1 は、内部 に空気を貯留する空気供給源 1 0 2 に連通 している。 ま

た、空気供給管 1 0 1 には、空気の流通を制御する制御弁 1 0 3 が設けられ

ている。そ して、空気供給源 1 0 2 か ら金属供給源 1 0 0 内に空気が供給 さ

れ、金属供給源 1 0 0 内の圧力が所定の圧力に維持されると共に、金属供給

源 1 0 0 内の金属錯体が後述する金属供給管 1 0 4 に供給 されるようになつ

ている。

[0040] また、金属供給源 1 0 0 の上部 には、塗布 ノズル 6 0 に金属錯体を供給す

るための金属供給管 1 0 4 が接続 されている。すなわち、金属供給管 1 0 4

は、金属供給源 1 0 0 と塗布 ノズル 6 0 とを接続 して設けられている。

[0041 ] 金属供給管 1 0 4 には、後述するように不活性 ガスを供給する第 1 のガス

供給管 1 2 が接続 されている。第 1 のガス供給管 1 2 より下流側の金属

供給管 1 0 4 には、金属錯体又は不活性 ガスの流通を制御する第 1 の主制御

弁 1 0 5 が設けられている。 また、第 1 のガス供給管 1 2 1 よ り上流側の金

属供給管 1 0 4 には、金属錯体の流通を制御する金属制御弁 1 0 6 が設けら

れている。

[0042] また、液供給装置 6 は、内部 に溶媒を貯留する溶媒供給源 1 1 0 を有 し

ている。溶媒供給源 1 1 0 の上部 には、当該溶媒供給源 1 1 0 内に空気、例

えば不活性 ガスを供給するための空気供給管 1 1 1 が接続 されている。空気

供給管 1 1 1 は、内部 に空気を貯留する空気供給源 1 1 2 に連通 している。

また、空気供給管 1 1 1 には、空気の流通を制御する制御弁 1 1 3 が設けら

れている。そ して、空気供給源 1 1 2 か ら溶媒供給源 1 1 0 内に空気が供給

され、溶媒供給源 1 1 0 内の圧力が所定の圧力に維持されると共に、溶媒供

給源 1 1 0 内の溶媒が後述する溶媒供給管 1 1 4 に供給 されるようになって

いる。

[0043] 溶媒供給源 1 1 0 の上部 には、塗布 ノズル 6 0 に溶媒を供給するための溶



媒供給管 1 1 4 が接続されている。すなわち、溶媒供給管 1 1 4 は、溶媒供

給源 1 1 0 と塗布ノズル 6 0 とを接続 して設けられている。

[0044] 溶媒供給管 1 1 4 には、後述するように不活性ガスを供給する第 2 のガス

供給管 1 2 3 が接続されている。第 2 のガス供給管 1 2 3 より下流側の溶媒

供給管 1 1 4 には、溶媒又は不活性ガスの流通を制御する第 2 の主制御弁 1

5 が設けられている。第 2 のガス供給管 1 2 3 より上流側の溶媒供給管 1

1 4 には、溶媒の流通を制御する溶媒制御弁 1 1 6 が設けられている。

[0045] 液供給装置 6 は、内部に例えば窒素ガスなどの不活性ガスを貯留するガ

ス供給源 1 2 0 を有 している。ガス供給源 1 2 0 と金属供給管 1 0 4 との間

には、上述 した第 1 のガス供給管 1 2 が接続されている。第 1 のガス供給

管 1 2 1 には、不活性ガスの流通を制御する第 1 のガス制御弁 1 2 2 が設け

られている。ガス供給源 1 2 0 と溶媒供給管 1 1 4 との間には、上述 した第

2 のガス供給管 1 2 3 が接続されている。第 2 のガス供給管 1 2 3 には、不

活性ガスの流通を制御する第 2 のガス制御弁 1 2 4 が設けられている。

[0046] なお、以上の第 1 の主制御弁 1 0 5 の開閉、金属制御弁 1 0 6 の開閉、第

1 のガス制御弁 1 2 2 の開閉、第 2 の主制御弁 1 1 5 の開閉、溶媒制御弁 1

6 の開閉、第 2 のガス制御弁 1 2 4 の開閉は、後述する制御部 1 5 0 によ

り制御される。

[0047] 以上のように液供給装置 6 から塗布ノズル 6 0 に金属錯体と溶媒が供給

される。そして、塗布ノズル 6 0 内では、攪拌機構 （図示せず）によって金

属錯体と溶媒が混合されて金属混合液が生成され、塗布ノズル 6 0 から金属

混合液が吐出される。

[0048] 次に、上述 した リンス液供給装置 7 1 の構成について説明する。 リンス液

供給装置 7 1 は、図 5 に示すように内部にリンス液を貯留するリンス液供給

源 1 3 0 を有 している。 リンス液供給源 1 3 0 の上部には、当該 リンス液供

給源 1 3 0 内に空気、例えば不活性ガスを供給するための空気供給管 1 3

が接続されている。空気供給管 1 3 は、内部に空気を貯留する空気供給源

3 2 に連通 している。また、空気供給管 1 3 には、空気の流通を制御す



る制御弁 1 3 3 が設けられている。そ して、空気供給源 1 3 2 か らリンス液

供給源 1 3 0 内に空気が供給され、 リンス液供給源 1 3 0 内の圧力が所定の

圧力に維持されると共に、 リンス液供給源 1 3 0 内の リンス液が後述する リ

ンス液供給管 1 3 4 に供給されるようになっている。

[0049] また、 リンス液供給源 1 3 0 の上部には、ェッジ リンスノズル 7 0 に リン

ス液を供給するための リンス液供給管 1 3 4 が接続されている。すなわち、

リンス液供給管 1 3 4 は、 リンス液供給源 1 3 0 とエ ッジ リンス ノズル 7 0

とを接続 して設けられている。

[0050] リンス液供給管 1 3 4 には、後述するように不活性ガスを供給するガス供

給管 1 4 1 が接続されている。ガス供給管 1 4 より下流側の リンス液供給

管 1 3 4 には、 リンス液又は不活性ガスの流通を制御する主制御弁 1 3 5 が

設けられている。 また、ガス供給管 1 4 より上流側の リンス液供給管 1 3

4 には、 リンス液の流通を制御する リンス液制御弁 1 3 6 が設けられている

[0051 ] リンス液供給装置 7 1 は、内部に例えば窒素ガスなどの不活性ガスを貯留

するガス供給源 1 4 0 を有 している。ガス供給源 1 4 0 とリンス液供給管 1

3 4 との間には、上述 したガス供給管 1 4 が接続されている。ガス供給管

4 には、不活性ガスの流通を制御するガス制御弁 1 4 2 が設けられてい

る。

[0052] 以上の主制御弁 1 3 5 の開閉、 リンス液制御弁 1 3 6 の開閉、ガス制御弁

1 4 2 の開閉は、後述する制御部 1 5 0 により制御される。

[0053] バ ックリンスノズル 5 0 に接続される リンス液供給装置 5 の構成は、上

述 した リンス液供給装置 7 の構成 と同様であるので説明を省略する。

[0054] 以上の金属膜形成装置 1 には、図 1 に示すように制御部 1 5 0 が設けられ

ている。制御部 1 5 0 は、例えばコンピュータであ り、 プログラム格納部 （

図示せず）を有 している。 プログラム格納部には、金属膜形成装置 1 におけ

るゥェハWの金属膜形成処理を実行するプログラムが格納されている。なお

、 このプログラムは、例えばコンピュータ読み取 り可能なハー ドデ ィスク （



H D ) 、フレキシブルディスク （F D ) 、コンパク 卜ディスク （C D ) 、マ

グネットオプティカルデスク （M O ) 、メモリ一カー ドなどのコンピュータ

に読み取り可能な記憶媒体 H に記録されていたものであって、その記憶媒体

Hから制御部 1 5 0 にィンス トールされたものであってもよい。

[0055] 本実施にかかる金属膜形成装置 1 は以上のように構成されている。次に、

その金属膜形成装置 1 で行われる金属膜を形成する処理について説明する。

なお、図 6 〜図 8 は、金属膜形成装置 1 においてウェハW上に金属混合液を

塗布する際の様子を示す。

[0056] 金属膜形成装置 1 に搬入されたウェハWは、先ず、図 6 に示すようにスピ

ンチャック2 0 に吸着保持される。このとき、塗布ノズル 6 0 はノズルバス

6 6 に待機 している。そして、液供給装置 6 において、金属制御弁 1 0 6

を閉塞 し、且つ第 1 の主制御弁 1 0 5 と第 1 のガス制御弁 1 2 2 をそれぞれ

開放 し、ガス供給源 1 2 0 から第 1 のガス供給管 1 2 と金属供給管 1 0 4

を介 して塗布ノズル 6 0 に不活性ガスを供給する。同様に、溶媒制御弁 1 1

6 を閉塞 し、且つ第 2 の主制御弁 1 1 5 と第 2 のガス制御弁 1 2 4 をそれぞ

れ開放 し、ガス供給源 1 2 0 から第 2 のガス供給管 1 2 3 と溶媒供給管 1 1

4 を介 して塗布ノズル 6 0 に不活性ガスを供給する。

[0057] このように塗布ノズル 6 0 に供給された不活性ガスによって、当該塗布ノ

ズル 6 0 内に残留する金属混合液がノズルバス 6 6 に追い出される。そうす

ると、その後、後述するように処理容器 1 0 の内部を減圧 しても、塗布ノズ

ル 6 0 から不要な金属混合液が流出することがない。また、金属混合液は、

金属であるアルミニウムが析出し易い。例えば金属錯体と溶媒が混合されて

金属混合液が形成されてから、所定の時間、例えば 9 0 秒間経過すると、金

属が析出する。 したがって、待機中の塗布ノズル 6 0 内には、前のウェハW

を処理する際に用いた金属混合液が残留 し、金属が析出している。かかる場

合でも、上述のように塗布ノズル 6 0 に不活性ガスを供給することによって

、塗布ノズル 6 0 内に残留する金属混合液が除去され、その後の塗布処理を

適切に行うことができる。



[0058] また、塗布 ノズル 6 0 に供給 された不活性 ガスによって、金属供給管 1 0

4 の内部 と溶媒供給管 1 1 4 の内部 も洗浄される。

[0059] —方、 リンス液供給装置 7 1 においても、 リンス液制御弁 1 3 6 を閉塞 し

、且つ主制御弁 1 3 5 とガス制御弁 1 4 2 をそれぞれ開放 し、 ガス供給源 1

4 0 か らガス供給管 1 4 1 と リンス液供給管 1 3 4 を介 してエ ッジ リンス ノ

ズル 7 0 に不活性 ガスを供給する。 この不活性 ガスによって、エ ッジ リンス

ノズル 7 0 内に残留する リンス液がノズルバス 7 6 に追い出される。

[0060] その後、真空ポンプ 3 5 を作動させて、処理容器 1 0 の内部雰囲気を吸引

し、処理容器 1 0 の内部 を所定の真空度、例えば 1 3 . 3 P a に減圧する。

その後、 ガス供給源 1 2 か ら処理容器 1 0 の内部 に不活性 ガスを供給すると

共に、真空ポンプ 3 7 を作動させる。そ して、処理容器 1 0 の内部 を大気圧

の不活性 ガス雰囲気に均圧する。なお、処理容器 1 0 の内部の雰囲気を減圧

するのは、当該処理容器 1 0 の内部か ら酸素や水分を迅速に排出 し、内部の

雰囲気を迅速に不活性 ガス雰囲気にするためである。 このため、内部雰囲気

の減圧は厳格 に真空雰囲気にすることまでは要求されず、上述の通 り例えば

1 3 . 3 P a の真空度 まで減圧すればよい。 したがって、極めて短時間で処

理容器 1 0 の内部の雰囲気を所定の真空度 まで減圧することができる。

[0061 ] このように処理容器 1 0 の内部 を減圧 し、不活性 ガスの大気圧雰囲気にす

る間、バス伝達部 6 7 とバス駆動部 6 8 によって、図 7 に示すようにノズル

バス 6 6 を下降させる。続いて、図 8 に示すようにノズル駆動部 6 5 によつ

て、塗布 ノズル 6 0 をノズル伝達部 6 4 に沿 って移動させ、 ウェハWの中心

部上方の所定の位置に配置する。 このとき、塗布 ノズル 6 0 は水平方向より

所定の角度で傾斜 した方向に沿 って移動するので、当該塗布 ノズル 6 0 が力

ップ体 3 1 と干渉することはない。 また、 このように塗布 ノズル 6 0 を移動

させても、塗布 ノズル 6 0 内は不活性 ガスによって洗浄されているため、塗

布 ノズル 6 0 か ら不要な金属混合液が流出することがない。 このため、塗布

ノズル 6 0 をウェハWの中心部上方の所定の位置に配置 した後、処理容器 1

0 の内部 を減圧 してもよい。



[0062] その後、すなわち処理容器 1 0 の内部を不活性ガスの大気圧雰囲気にして

、塗布ノズル 6 0 をウェハW上方の所定の位置に配置 した後、スピンチヤッ

ク2 0 に吸着保持されたウェハWを所定の回転数で回転させる。

[0063] また、液供給装置 6 では、第 1 のガス制御弁 1 2 2 を閉塞 し、且つ第 1

の主制御弁 1 0 5 と金属制御弁 1 0 6 をそれぞれ開放 し、金属供給源 1 0 0

から金属供給管 1 0 4 を介 して塗布ノズル 6 0 に金属錯体を供給する。同様

に、第 2 のガス制御弁 1 2 4 を閉塞 し、且つ第 2 の主制御弁 1 1 5 と溶媒制

御弁 1 1 6 をそれぞれ開放 し、溶媒供給源 1 1 0 から溶媒供給管 1 1 4 を介

して塗布ノズル 6 0 に溶媒を供給する。供給された金属錯体と溶媒は塗布ノ

ズル 6 0 の内部で混合され、金属混合液が生成される。そして、回転中のゥ

ェハWに対 して塗布ノズル 6 0 から金属混合液が吐出される。このとき、ゥ

ェハWに吐出される直前に金属混合液が生成されるので、金属が析出するこ

となく、適切な金属混合液をウェハW上に吐出することができる。吐出され

た金属混合液は遠心力によってゥェハW上を拡散 し、ゥェハWの表面全面に

金属混合液が塗布される。

[0064] こうしてウェハW上に金属混合液が塗布されると、液供給装置 6 から塗

布ノズル 6 0 への金属錯体と溶媒の供給を停止 し、塗布ノズル 6 0 からゥェ

ハWへの金属混合液の吐出を停止する。その後、ノズル駆動部 6 5 によって

塗布ノズル 6 0 をノズルバス 6 6 に移動させると共に、ノズル駆動部 7 5 に

よってエッジリンスノズル 7 0 をノズル伝達部 7 4 に沿つて移動させ、ゥェ

ハWの外周部上方の所定の位置に配置する。

[0065] その後、回転中のウェハWに対 してエッジリンスノズル 7 0 からリンス液

が吐出され、ウェハWの外周部が洗浄される。また、バックリンスノズル 5

0 からもリンス液が噴射され、ウェハWの裏面が洗浄される。このとき、 リ

ンス液供給装置 7 1、 5 1 では、ガス制御弁 1 4 2 を閉塞 し、且つ主制御弁

1 3 5 とリンス液制御弁 1 3 6 をそれぞれ開放 し、 リンス液供給源 1 3 0 か

らリンス液供給管 1 3 4 を介 してエッジリンスノズル 7 0 とバックリンスノ

ズル 5 0 にそれぞれ リンス液が供給される。そして、かかる洗浄後、エッジ



リンスノズル 7 0 とバックリンスノズル 5 0 からのリンス液の供給を停止 し

、さらにウェハWを回転させることでウェハWを乾燥させる。

[0066] こうして、ウェハW上に金属膜が形成され、金属膜形成システム 1 におけ

る一連の金属膜形成処理が終了する。なお、ウェハW上に金属膜を形成する

場合、本実施の形態では省略 しているが、実際には金属膜形成システム 1 で

の塗布処理の後、加熱処理が行われる。かかる加熱処理を行うことにより、

ゥェハW上の金属混合液中の有機成分が揮発 し、アルミニウムが金属化 して

、ウェハW上にアルミニウム膜の金属膜が形成される。

[0067] 以上の実施の形態によれば、塗布ノズル 6 0 を移動させるためのノズル駆

動部 6 5 が処理容器 1 0 の外部に設けられているので、動力発生源であるノ

ズル駆動部 6 5 から発生するパ一ティクル等が処理容器 1 0 の内部に流入 し

ない。同様に、エッジリンスノズル 7 0 を移動させるためのノズル駆動部 7

5 、ノズルバス 6 6 を昇降させるためのバス駆動部 6 8 、ノズルバス 7 6 を

昇降させるためのバス駆動部 7 8 、及びスピンチャック2 0 を昇降且つ回転

させるためのチャック駆動部 2 2 もそれぞれ処理容器 1 0 の外部に設けられ

ているので、これら動力発生源から発生するパーティクル等が処理容器 1 0

の内部に流入 しない。このように処理容器 1 0 の内部にパーティクル等の不

純物が発生 しないので、ウェハWを処理する際に処理容器 1 0 の内部を減圧

しても、適切な減圧雰囲気にでき、さらにその後適切な不活性ガスの大気圧

雰囲気にできる。そして、塗布ノズル 6 0 からウェハW上に金属混合液を吐

出して、当該ウェハW上に金属膜が適切に形成される。 しかも、水平方向よ

り所定の角度で傾斜 した方向に沿って、塗布ノズル 6 0 はスピンチャック2

0 とノズルバス 6 6 との間で移動するので、この移動中に塗布ノズル 6 0 が

カップ体 3 1 と干渉することがない。 したがって、本実施の形態によれば、

処理雰囲気を適切に制御 しつつ、金属混合液を用いてウェハW上に金属膜を

適切に形成することができる。

[0068] また、ノズル伝達部 6 4 、 7 4 にはそれぞれボールネジが用いられ、ノズ

ル伝達部 6 4 、 7 4 と移動部 6 3 、 7 3 との間にはそれぞれ真空用グリスが



設けられている。 したがって、処理容器 1 0 の内部 において、 これ らノズル

伝達部 6 4 、 7 4 と移動部 6 3 、 7 3 と間の摺動によるパ一テ ィクルが発生

しない。

[0069] また、制御部 1 5 0 によって、処理容器 1 0 の内部 を減圧する前 に、塗布

ノズル 6 0 をノズルバス 6 6 で待機 させた状態で、第 1 のガス供給管 1 2

と金属供給管 1 0 4 を介 して塗布 ノズル 6 0 へ不活性 ガスが供給 されると共

に、第 2 のガス供給管 1 2 3 と溶媒供給管 1 1 4 を介 して塗布 ノズル 6 0 へ

不活性 ガスが供給 される。 この不活性 ガスによって、塗布 ノズル 6 0 内に残

留する金属混合液が追い出される。そうすると、その後新たなウェハW を処

理する際に処理容器 1 0 の内部 を減圧 しても、塗布 ノズル 6 0 か ら不要な金

属混合液が流出することがない。 また、塗布 ノズル 6 0 内に残留する金属混

合液 に金属であるアル ミニウムが析出 しても、かかる金属混合液は上記不活

性 ガスによって除去される。

[0070] 続 いて、処理容器 1 0 の内部 を不活性 ガスの大気圧雰囲気に して、塗布 ノ

ズル 6 0 をス ピンチャック 2 0 上方の所定位置に配置 した状態で、金属供給

管 1 0 4 を介 して塗布 ノズル 6 0 へ金属錯体が供給 されると共に、溶媒供給

管 1 1 4 を介 して塗布 ノズル 6 0 へ溶媒が供給 される。そ して、塗布 ノズル

6 0 内において、 ウェハW に吐出される直前 に金属混合液が生成 されるので

、金属が析出 していない適切な金属混合液 をウェハW に吐出することができ

、 ウェハWの塗布処理 を適切 に行 うことができる。 したがって、本実施の形

態によれば、処理容器 1 0 内の処理雰囲気を適切 に制御 しつつ、金属混合液

を用いてウェハW上に金属膜 を適切 に形成することができる。

[0071 ] 以上の実施の形態の塗布 ノズル 6 0 の ノズル伝達部 6 4 はボ一ルネジであ

つたが、 ノズル伝達部 6 4 の構造はこれに限定されず種 々の構造を取 り得 る

。例えばノズル伝達部 6 4 は、シ リンダ構造を有 し、内部 にボールネジが設

けられていてもよい。そ して、 ノズル伝達部 6 4 の内部 を密閉すれば、当該

ノズル伝達部 6 4 の内部で発生するパーテ ィクルが処理容器 1 0 の内部 に流

出することはない。なお、エ ッジ リンスノズル 7 0 の ノズル伝達部 7 4 も、



ノズル伝達部 6 4 と同様にボ一ルネジを有するシリンダ構造等の種々の構造

を取り得る。

[0072] また、以上の実施の形態では、ノズルバス 6 6 のバス伝達部 6 7 はシリン

ダ構造を有 していたが、バス伝達部 6 7 の構造はこれに限定されず種々の構

造を取り得る。例えばバス伝達部 6 7 に金属べ口一ズを用いてもよい。なお

、ノズルバス 7 6 のバス伝達部 7 7 も、バス伝達部 6 7 と同様に金属べ口一

ズ等の種々の構造を取り得る。

[0073] また、以上の実施の形態では、支持部材 6 2 、移動部 6 3 及びノズル伝達

部 6 4 を介 してノズル駆動部 6 5 によって塗布ノズル 6 0 を移動させていた

が、この塗布ノズル 6 0 を移動させる構成はこれに限定されず、種々の構成

を取り得る。例えば金属膜形成装置 1 には、上記支持部材 6 2 、移動部 6 3

、ノズル伝達部 6 4 及びノズル駆動部 6 5 に代えて、図 9 に示すようにマ二

ピユレ一夕からなるノズル伝達部 1 6 0 と当該ノズル伝達部 1 6 0 を伸縮さ

せるノズル駆動部 1 6 が設けられる。

[0074] ノズル伝達部 1 6 0 は、処理容器 1 0 の内部に設けられている。また、ノ

ズル伝達部 1 6 0 は、水平方向より所定の角度で傾斜 した方向に伸縮自在に

構成されている。この所定の角度は、上記実施の形態と同様に、塗布ノズル

6 0 がスピンチャック2 0 とノズルバス 6 6 との間で移動する際、当該塗布

ノズル 6 0 がカップ体 3 1 と干渉 しない角度に決定される。なお、ノズル伝

達部 1 6 0 が処理容器 1 0 を揷通する部分には、処理容器 1 0 の内部を密閉

するために例えば0 リングゃ真空用ダリスが設けられている。

[0075] ノズル駆動部 1 6 1 は、処理容器 1 0 の外部に設けられている。また、ノ

ズル駆動部 1 6 1 は、例えばモータなどを備え、上述 したようにノズル伝達

部 1 6 0 を伸縮させることができる。

[0076] また、エッジリンスノズル 7 0 を移動させる構成についても、上記支持部

材 7 2 、移動部 7 3 、ノズル伝達部 7 4 及びノズル駆動部 7 5 に代えて、マ

ニピユレ一夕からなるノズル伝達部 1 7 0 と当該ノズル伝達部 1 7 0 を伸縮

させるノズル駆動部 1 7 を設けてもよい。



[0077] ノズル伝達部 1 7 0 は、処理容器 1 0 の内部 に設けられている。 また、 ノ

ズル伝達部 1 7 0 は、水平方向より所定の角度で傾斜 した方向に伸縮 自在 に

構成 されている。 この所定の角度は、上記実施の形態 と同様 に、エ ッジ リン

スノズル 7 0 がス ピンチャック 2 0 とノズルバス 7 6 との間で移動する際、

当該エ ッジ リンス ノズル 7 0 がカップ体 3 と干渉 しない角度 に決定される

。なお、 ノズル伝達部 1 7 0 が処理容器 1 0 を揷通する部分には、処理容器

1 0 の内部 を密閉するために例えば 0 リングゃ真空用ダ リスが設けられてい

る。

[0078] ノズル駆動部 1 7 は、処理容器 1 0 の外部 に設けられている。 また、 ノ

ズル駆動部 1 7 は、例えばモータなどを備え、上述 したようにノズル伝達

部 1 7 0 を伸縮 させることができる。

[0079] なお、本実施の形態において、金属膜形成装置 1 のその他の構成 について

は上記実施の形態 と同様であるので説明を省略する。かかる場合でも、動力

発生源であるノズル駆動部 1 6 1、 1 7 1 が処理容器 1 0 の外部 に設けられ

ているので、処理容器 1 0 内にパーテ ィクル等の発生を防止することができ

、処理雰囲気を適切 に制御 しつつ、金属混合液 を用いてウェハW上に金属膜

を適切 に形成することができる。

[0080] 以上の実施の形態では、塗布 ノズル 6 0 の内部で金属混合液 を生成 して、

当該塗布 ノズル 6 0 か ら金属混合液 をウェハW に吐出 していたが、金属混合

液の吐出方法はこれに限定されず種 々の方法を取 り得 る。例えば液供給装置

6 内で金属混合液 を生成 した後、当該金属混合液 を塗布 ノズル 6 0 に供給

してもよい。そ して、塗布 ノズル 6 0 か らウェハW に金属混合液が吐出され

る。

[0081 ] また、例えば塗布 ノズル 6 0 に代えて、金属錯体を吐出する金属錯体 ノズ

ル と溶媒を吐出する溶媒 ノズル とを用いてもよい。かかる場合、金属錯体 ノ

ズルか ら吐出された金属錯体 と溶媒 ノズルか ら吐出された溶媒をウェハW に

到達する前 に混合 して金属混合液 を生成 してもよい。あるいは、 これ ら金属

錯体 と溶媒をゥェハW上で混合 して金属混合液 を生成 してもよい。 さらに、



ゥェハW上を溶媒でプリウエットした後、金属錯体と溶媒をウェハW上で混

合 して金属混合液を生成 してもよい。

[0082] また、以上の実施の形態では、金属錯体はアルミニウム原子を有 していた

が、他の金属原子、例えば銅原子や金原子、銀原子などを有 していてもよい

。また、以上の実施の形態の金属膜形成装置 1 は、カップ体 3 1 を洗浄する

カツプリンスノズルを備えていてもよい。

[0083] また、以上の実施の形態では、基板としてウェハWを用いた場合について

説明 したが、本発明は、基板がウェハ以外の F P D (フラットパネルデイス

プレイ）、 フォ トマスク用のマスクレチクルなどの他の基板である場合にも

適用できる。さらに、本発明は、例えば有機太陽電池の製造プロセスや低酸

素雰囲気下での成膜プロセスにも適用することができる。

[0084] 以上、添付図面を参照 しながら本発明の好適な実施の形態について説明 し

たが、本発明はかかる例に限定されない。当業者であれば、特許請求の範囲

に記載された思想の範疇内において、各種の変更例または修正例に想到 し得

ることは明らかであり、それらについても当然に本発明の技術的範囲に属す

るものと了解される。

符号の説明
1 金属膜形成装置

1 0 処理容器

1 2 ガス供給源

2 0 スピンチャック

2 2 チャック駆動部

3 1 力ップ体

3 5 、 3 7 真空ポンプ

5 0 ノくッ クリンスノズル

5 1 リンス液供給装置

6 0 塗布ノズル

6 1 液供給装置



支持部材

ノズル 伝達部

ノズル 駆動部

ノズル バ ス

バ ス伝達部

バ ス駆動部

エ ッジ リンス ノズル

リンス液 供給装置

支持部材

ノズル 伝達部

ノズル 駆動部

ノズル バ ス

バ ス伝達部

バ ス駆動部

金属供給源

金属供給管

第 1 の 主制御弁

金属制御弁

溶媒供給源

溶媒供給管

第 2 の 主制御弁

溶媒制御弁

ガ ス供給源

第 1 の ガ ス供給管

第 1 の ガ ス制御弁

第 2 の ガ ス供給管

第 2 の ガ ス制御弁

制御部



ノズル 伝達部

ノズル 駆動部

ノズル 伝達部

ノズル駆動部

エ ノヽ



請求の範囲

基板上 に金属錯体 と溶媒 を混合 した金属混合液 を塗布 して、 当該基板

上 に金属膜 を形成する金属膜形成装置であ って、

基板 を収容 し、 内部 を不活性 ガスの大気圧雰囲気又は減圧雰囲気に切

り換 え可能な処理容器 と、

前記処理容器の内部 に設 け られ、基板 を保持する保持部 と、

前記処理容器の内部 に設 け られ、前記保持部 に保持 された基板の側方

を囲むように設 け られた力ップ体 と、

前記処理容器の内部 に設 け られ、前記保持部 に保持 された基板上 に前

記金属混合液 を吐出する塗布 ノズル と、

前記処理容器の内部であ って前記 カツプ体の外側 に設 け られ、前記保

持部上方か ら退避 した前記塗布 ノズル を待機 させる待機部 と、

前記処理容器の外部 に設 け られ、水平方向よ り所定の角度で傾斜 した

方向に沿 って、前記保持部 と前記待機部 との間で前記塗布 ノズル を移

動 させるための ノズル駆動部 と、

前記処理容器の内部 に設 け られ、前記塗布 ノズル を支持 し、前記 ノズ

ル駆動部の動力を前記塗布 ノズル に伝達する ノズル伝達部 と、 を有す

る。

請求項 1 に記載の金属膜形成装置 において、

前記 ノズル伝達部 は、水平方向よ り前記所定の角度で傾斜 した方向に

延伸するボールネジを有 し、

前記金属膜形成装置は、前記塗布 ノズル を支持 し、且つボールネジに

沿 って移動 自在の支持部材 を有する。

請求項 1 に記載の金属膜形成装置 において、

前記 ノズル伝達部 は、マニ ピュ レータである。

請求項 1 に記載の金属膜形成装置 において、

前記処理容器の外部 に設 け られ、前記待機部 を昇降させるための待機

部用駆動部 と、



前記処理容器の内部 に設 け られ、前記待機部 を支持 し、前記待機部用

駆動部の動力を前記待機部 に伝達する待機部用伝達部 と、 を有する。

[ 請求項 5 ] 請求項 1 に記載の金属膜形成装置 において、

前記処理容器の外部 に設 け られ、前記保持部 を回転 させるための保持

部用駆動部 を有する。

[ 請求項 6 ] 請求項 1 に記載の金属膜形成装置 において、

前記金属錯体はアル ミニウム原子を有する。
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